「県内発生期」における社会福祉施設等への臨時休業の要請について（三訂版）
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島根県健康福祉部新型インフルエンザ対策本部施設班
（地域福祉課・高齢者福祉課・青少年家庭課・障害者福祉課）

■社会福祉施設等の県内発生期における対応方針

　【社会福祉施設等対応マニュアル】
　　通所施設においては、新型インフルエンザの発生状況を考慮し、サービス提供の縮小、
一時中止等を検討する。（圏域内で発生した場合は、通所サービスは、原則一時中止）

　【運用方針】
●圏域内で発生した場合、一律にサービスを中止せず、状況に応じて臨時休業を検討する。
●県又は市町村から、臨時休業を要請する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
■臨時休業を要請する場合の方法
１　患者や濃厚接触者が活動した地域等に含まれる市町村と相談した上で、以下のとおり要請
を行うこととする。

ただし、市町村・社会福祉法人等が自らの判断に基づき、臨時休業措置を講じることを妨
げない。

　①保育サービスの場合

県から市町村に対して要請を行い、当該市町村から保育サービスの提供主体に対して臨
時休業の要請を行う。

　②保育サービス以外の社会福祉施設等（短期入所・通所介護等を行う事業所に限る。）の場合
　　　　県から行うことを基本とし、社会福祉施設等への要請は、県から直接、あるいは市町村
の協力を得て市町村経由で行う。
２　臨時休業は、以下のとおり要請を行うこととする。（⇒運用指針（二訂版）２（３））
①保育施設等で患者が発生した場合
感染拡大防止等公衆衛生上必要であると判断した場合、当該保育施設等の設置者等に対し、必要に応じ臨時休業の要請を行う。
②感染拡大防止のため特に必要であると判断した場合
患者が発生していない保育施設等を含めた広域での臨時休業の要請を行う。
【参考】

「医療の確保、検疫、学校・保育施設等の臨時休業の要請等に関する運用指針（二訂版）」
２．地域における対応について 

（３）学校・保育施設等 

学校・保育施設等の臨時休業については一定の効果があったところであり、引き続き、学校・保育施設等で患者が発生した際には、都道府県等が感染拡大防止等公衆衛生上必要であると判断した場合、当該学校・保育施設等の設置者等に対し臨時休業を要請する。
また、感染拡大防止のため特に必要であると判断した場合、都道府県等は、患者が発生していない学校・保育施設等を含めた広域での臨時休業の要請を行うことが可能である。
なお、臨時休業の要請がない場合にあっても、学校・保育施設等の設置者は必要な臨時休業を行うことができる。
厚生労働省は、臨時休業に係る判断に資するため、基本的考え方の提示など必要な情報提供を行う。
大学に対しては、都道府県等は、必要に応じ、休業も含め、できる限り感染拡大の速度を遅らせるための運営方法の工夫を要請する。
